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平成３１年１月３１日判決言渡 

平成３０年（ネ）第１００３９号 特許権侵害差止等請求控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２８年（ワ）第２９３２０号） 

口頭弁論終結日 平成３０年１１月１２日 

判        決 

 

控訴人・被控訴人（一審被告。以下「一審被告」という。）  

シ ー ピ ー 化 成 株 式 会 社 

 

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士    塩 月 秀 平 

同               森 﨑 博 之 

同               長 坂  省 

同               上  野  さ や か 

同               幸 

同 訴 訟 代 理 人 弁 理 士    深 澤 拓 司 

    同               栗 原  弘 

 

被控訴人・控訴人（一審原告。以下「一審原告」という。）   

                株 式 会 社 エ フ ピ コ       

 

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士    三 村 量 一 

 同               東 崎 賢 治 

    同               近 藤 正 篤 

同               面 山  結 

            主        文 

１ 本件各控訴を棄却する。 
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 ２ 各控訴費用は，各控訴人の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 一審被告 

  (1) 原判決のうち一審被告敗訴部分を取り消す。 

(2) 一審原告の請求をいずれも棄却する。 

 ２ 一審原告 

原判決を次のとおり変更する。 

(1) 一審被告は，原判決別紙被告製品目録記載１から７までの各品番欄の包

装用容器並びに同目録記載１から４まで及び６の各蓋名欄の包装用容器の蓋を製造

し，販売し，又は販売の申出をしてはならない。 

(2) 一審被告は，その占有する原判決別紙被告製品目録記載１から７までの

各品番欄の包装用容器並びに同目録記載１から４まで及び６の各蓋名欄の包装用容

器の蓋，並びに，それらの製造用金型を廃棄せよ。 

(3) 一審被告は，一審原告に対し，●●●●●●●●●●●●及びこれに対

する平成２８年９月２１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要（以下，用語の略称及び略称の意味は，本判決で付するもののほ

かは，原判決に従い，原判決に「原告」とあるのを「一審原告」に，「被告」とあ

るのを「一審被告」に，「当庁」とあるのを「東京地方裁判所」に，適宜読み替え

る。また，原判決の引用部分の「別紙」をすべて「原判決別紙」と改める。） 

１ 事案の要旨 

本件は，発明の名称を「容器」とする発明についての本件特許権（特許第５３０

５６９３号）の特許権者である一審原告が，一審被告が業として製造，販売，販売

の申出をする被告製品（原判決別紙被告製品目録記載の製品）が本件発明１及び２

の技術的範囲に属するとして，一審被告に対し，①本件特許権に基づき，被告製品

の製造，販売，販売の申出の差止め（特許法１００条１項），②本件特許権に基づ
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き，被告製品及びその製造用金型の廃棄（特許法１００条２項），③本件特許権の

侵害による不法行為（民法７０９条）に基づく損害賠償として，７億５９００万円

（特許法１０２条２項に基づき６億９０００万円，弁護士費用として６９００万円）

及びこれに対する不法行為の日の後（訴状送達の日の翌日）である平成２８年９月

２１日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた

事案である。 

なお，一審原告は，原審の第７回弁論準備手続期日（平成２９年１１月８日）に

おいて陳述した平成２９年１０月３１日付け原告第９準備書面において，特許法１

０２条２項に基づく損害額の主張を撤回し，特許法１０２条３項に基づき，損害額

を●●●●●●●●●●●●●（被告製品の総売上額●●●●●●●●●●●●●

×実施料率１０％）と主張した。 

原判決は，①被告製品の製造販売は，本件特許権の侵害行為であり，一審被告が

被告製品の製造等によって本件特許権を侵害するおそれがあるとして，被告製品の

製造，販売，販売の申出の差止請求を認容し，②一審被告は，被告製品及びその製

造用金型を占有していないから，被告製品等の廃棄請求は理由がないとして，棄却

し，③一審原告の一審被告に対する不法行為に基づく損害賠償請求については，平

成２５年７月から平成２９年２月までの被告製品の総売上高●●●●●●●●●●

●●●の●●に当たる１６９４万４２１７円及び弁護士費用１７０万円の合計１８

６４万４２１７円並びにこれに対する不法行為後である平成２８年９月２１日から

支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で認容

し，その余の請求を棄却したため，一審原告及び一審被告は，これを不服として本

件控訴を提起した。 

なお，一審原告は，③については，特許法１０２条３項に基づく損害額●●●●

●●●●●●●●及び弁護士費用●●●●●●●●●●の合計●●●●●●●●●

●●●及びこれに対する平成２８年９月２１日から支払済みまで民法所定の年５分

の割合による遅延損害金に満たない範囲で，本件控訴を提起した。 
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２ 前提事実 

原判決「事実及び理由」の第２の２（３頁１０行目～６頁１１行目）に記載のと

おりであるから，これを引用する。 

ただし，原判決６頁１行目の「変更したこと」の後に「等」を，同頁７行目の

「判決」の前に「第一審」を，それぞれ加える。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

争点及び争点に関する当事者の主張は，次のとおり，当審における主張を追加す

るほかは，原判決「事実及び理由」の第２の３及び４（６頁１２行目～３０頁８行

目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

ただし，原判決８頁２４行目の「始め」を「はじめ」に，１５頁６行目及び１３

行目の「乙１９発明の１」を「乙１９の１発明」に，それぞれ改め，１６頁２３行

目の「，一部のものは本件出願日前に公開され」を削除し，１７頁１３行目の「２

６」を「２５」に，２１頁２０行目の「乙２０発明の１」を「乙２０の１発明」に，

それぞれ改め，２２頁２０行目の「各」を削除し，２７頁１３行目の「提出された」

を削除し，同行目～１４行目の「その他の疎明資料は信用できないし」を「(乙２)

及び納品書（乙３）は，一審被告の保有する金型の全てが改造されたことの証明と

はなり得ない。一審被告は，平成２７年７月までに金型の改修を終え」に，同頁１

５行目の「という主張」を「こと」に，それぞれ改め，同頁１６行目の「，提出」，

同頁１７行目の「本件仮処分命令に加え，」を，それぞれ削除し，同頁１８行目の

「事案が類似」を「事案の類型が共通」に，同頁１９行目の「被告製品」を「その

対象製品」に，同頁２０行目の「行う一方で」を「行った後も」に，同頁２１行目

の「自認しており，一審被告が被告製品の製造販売を行う可能性が高い」を「自認

している」に，それぞれ改め，同頁２４行目の「第１審終了後に」の後に「一審被

告が」を，同行目の「製造販売」の後に「等」を，それぞれ加え，同行目の「を否

定できない」を「が存在する」に改め，同頁２５行目の「製造販売」の後に「等」

を加え，２８頁２行目の「フランジの端縁に旧金型（」を「旧金型（フランジの端
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縁に」に，同頁１９行目の「前記(3)（原告の主張）のとおり，」を「一審被告が平

成２７年７月までに金型全てを」に，それぞれ改め，同頁２０行目の「被告製品の

形状を」を削除し，同行目～２１行目の「被告の主張は信用できない」を「事実は

存在しない」に，同頁２３行目の「が」を「ところ」に，同頁２５行目の「料率」

を「両立」に，２９頁１行目の「称して」を「名付けて」に，それぞれ改め，同頁

４行目の「以上のことに加え，」を削除し，同頁５行目の「同様に通常の」を「同

額の」に，同頁７行目の「同項に関する」を「本件において相当な」に，それぞれ

改め，同頁８行目の「特許法」の前に「本件における」を加え，同頁１２行目の

「本件特許権の侵害」を「一審被告の特許権侵害」に改める。 

（当審における当事者の主張） 

 １ 一審被告 

  (1) 争点(1)（被告製品の本件発明１及び２の構成要件充足性）について 

ア 本件発明１及び２の技術的意義 

本件発明１及び２の技術的意義について，①「容器の突出部の端縁部の形状につ

いて，上面に他の部分との厚みの差を付けて凹凸形状を形成するという形状とする

ことで端縁部での怪我を防止するとの課題を解決」すること，及び，②「端縁部に

つき上記の端縁部の形状とすることに加えて下面を平坦にすることで，蓋の強固な

止着を実現するという課題を解決」することと捉えるのは，いずれも誤りである。

 本件発明１及び２は，「端縁部の上面側」に「凹凸形状」を形成することを規定

しているのであり，端縁部の上面そのものの形状について規定しているのではない。 

端縁部の上面側に凹凸形状を形成することは，発泡積層シートの熱可塑性樹脂フ

ィルム部分が切断時に外側に突出することにより指等を裂傷する虞があることを解

決課題とする本件発明１及び２において，単に発泡積層シートの上面側を凹凸形状

にすること自体でなく，上面側が熱可塑性樹脂フィルムである発泡積層シートの熱

可塑性樹脂フィルムを凹凸形状にするところに実質的意味がある。 

また，本件明細書に記載されている特許文献３（乙２８）は，フィルム端縁で指



 6 

等を裂傷するという課題を解決するために上下両面に凹凸形状を形成した発明で

あって，それより前には，上下両面に凹凸形状はなく，その状態では蓋体は強固に

止着していたのであるから，②の課題は存在しない。 

さらに，本件発明１及び２は，数値限定された形状を備えることにより（構成要

件Ｄ），上記課題を解決するものである。 

  イ 構成要件Ｄの「凸形状の高さが０．１～１ｍｍ」の充足性 

   (ｱ)ａ 「凸形状の高さ」は，本件特許の特許請求の範囲から一義的に明

確であるとはいえない。 

ｂ 本件明細書の【００１７】，【００１９】の記載，平成２５年３月２

５日付け手続補正書（乙１３）による補正（以下「本件補正」という。）の経緯に

鑑みると，構成要件Ｄにおける「凸形状の高さ」は，端縁部の下面側から凹凸形状

の凸形状の頂点部分までの高さを意味する。 

    (ｲ) 本件発明１及び２において，「上面」及び「上面側」の用語は明確に

区別されているから，凹凸形状が端縁部の上面そのものの特徴を示していると解す

る原判決の判断は，特許請求の範囲の記載と矛盾している。また，どの範囲までが

「上面側」であるのかは一義的に明確でない。 

 本件明細書において開示されているのは，端縁部の下面側からの凹凸形状の凸形

状の頂点部分までの長さを０．１～１ｍｍとする【００１９】に開示された構成の

みであるところ，被告製品はこのような構成を備えていない。 

ウ 構成要件Ｃの「前記突出部の端縁部の上面が収容凹部の開口縁近傍の突

出部の上面に比して下位となるように，突出部の端縁部において前記熱可塑性樹脂

発泡シートが圧縮されて厚みが薄くなっており」の充足性 

(ｱ) 構成要件Ｃは，「下位となるように」という文言から，突出部の端縁

部において熱可塑性樹脂発泡シートが圧縮され厚みが薄くなっていることによって，

端縁部の上面が収容凹部の開口縁近傍の上面よりも下位となっている構成を意味し，

本件明細書の【００１９】，【図３】ｂの記載，一審原告の拒絶査定に対する審判請
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求書（乙１２。以下「本件審判請求書」という。）における主張も，この解釈を裏

付けるところ，被告製品は，このような構成を備えていない。 

(ｲ) 本件明細書には，「下位となるように・・・」との文言を「下位であ

り，かつ・・・」との意味に解することの根拠となり得る記載は存在しない。 

エ 構成要件Ｄ及びＥの「凸形状」ないし「凹凸形状」の充足性 

一審原告は，本件審判請求書において，「第一の強度向上」がされた端縁部の上

面に突起を形成して，最終的に端縁部の凹凸形状が形成されることによって「第二

の強度向上」が図られたのが本件発明であると主張しているのであるから，本件発

明の突出部の端縁部は，圧縮して形成された端縁部の上にさらに突起を形成した結

果，端縁部全体としての凹凸形状が設けられた状態のものでなければならない。こ

れに対し，被告製品はこのような構成を備えていない。 

また，一審原告の本件審判請求書における主張によると，フランジ部においては

強度が高い部分と低い部分とが周方向に交互に形成されている従来の容器は，本件

発明１及び２の技術的範囲から除外されるものと解されるところ，被告製品は，従

来の容器と同様に，フランジ部においては強度が高い部分と低い部分とが周方向に

交互に形成されているものである。 

  オ 構成要件Ｂ等の「開口縁」及び「突出部」の充足性（被告製品１，２，

４及び７について） 

原審における主張のとおり。 

カ 構成要件Ｃの「端縁部の上面が・・・突出部の上面に比して下位となる」

の充足性（被告製品２及び５について） 

 原審における主張のとおり。 

  (2) 争点(2)（本件特許の無効理由の有無）について 

   ア 乙２０文献（実登第３０１２０９２号公報）記載の発明に基づく進歩性

欠如 

    (ｱ) 乙１９等や本件明細書の記載によると，樹脂フィルムの切断面が鋭
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利となって指等を切る場合があることは，それらの出願以前から課題と認識されて

いた。柔らかい樹脂発泡シートについては，このような課題がなかったことから，

乙２０の１発明に係る発泡積層シート性の容器と乙１９等に係る樹脂フィルム製の

容器に接した当業者が，乙２０の１発明に係る発泡積層シート製の容器を製造する

に際し，その端縁部における樹脂発泡シート側は平坦な形状のままにし，樹脂フィ

ルム側のみを，乙１９等に係る樹脂フィルム製の容器の端縁部のように凹凸形状に

成型することは，当業者であれば容易に想到し得たことである。その際，乙２０の

１発明に係る積層発泡シートの下層の発泡シートの表面が上層の樹脂フィルムと同

じ凹凸形状になることは当然であり，当業者であれば当然に想到することである。 

    (ｲ) 乙２０の１発明に乙１９等に記載された技術を組み合わせる場合，

当業者であれば，設計変更又は設計事項の採用の一環として容器の種々の部位の形

状を変更し，その一態様として，端縁部の上面側の樹脂フィルムに乙１９等に記載

された広く知られた樹脂フィルムの凹凸形状を形成することは，通常行い得る技術

改良の試行であって当然である。 

また，そのように乙１９等に係る発泡積層シート製の容器を成形加工する際に，

例えば，発泡積層シートの樹脂フィルム側が面する上金型の端縁部形成部分に凸凹

を設け，樹脂発泡シート側が面する下金型の端縁部形成部分には，凸凹を設けなけ

れば，上金型により樹脂フィルム及び柔らかい樹脂発泡シート上面にも凹凸が形成

される結果，樹脂フィルムの上下両面側及び樹脂発泡シートの上面側には凹凸形状

が形成され，樹脂発砲シートの下面側は平坦な形状になることは，当業者であれば

容易に想到するのであり，そのような成形加工を適宜適用することは，当業者が容

易になし得た事項であるというべきである。 

(ｳ)ａ 乙２０の１発明に組み合わせる乙１９等に記載された事項は周知

慣用技術，技術常識であるところ，主引用発明に周知慣用技術又は技術常識や設計

事項を適用するのに際し，動機付けは不要である。 

非発泡樹脂フィルムの容器であるか，発泡積層シートの容器であるかにかかわら
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ず，適宜の成形方法によって適宜の場所（例えば端縁部の上面のみ）に凹凸形状を

設けることは，本件特許の出願時点における周知慣用技術（乙１９等，乙４２，８

１）であり，技術常識であったから，当業者は，乙２０の１発明並びに乙１９等や

乙４２及び８１の周知慣用技術に基づいて，本件発明１及び２を容易に想到し得る。 

    ｂ 本件明細書においては，発泡積層シートの容器に係る技術と非発泡

シートの容器に係る技術とは区別されておらず，同一の技術分野とされ，共通の課

題を有することが当然の前提とされているから，これらの技術分野が異なるとの一

審原告の主張は，失当である。 

発泡積層シートと非発泡樹脂フィルムの樹脂フィルムは，共に厚さの限定がない

薄い非発泡樹脂フィルムであるから，指先の切りやすさ及びその要因に差異がある

とはいえず，同じ解決方法を適用し得る。 

発泡積層シートで形成される容器の成型方法としては，種々の技術が開示されて

おり（乙３４～３９，４２，８１等），同じ発泡積層シートであっても，樹脂（組

成物）の種類，積層構造の相違，厚さ，形態，容器の大きさ・形状等が異なれば，

使用する製造装置や製造手順等は異なるのであって，むしろ発泡積層シートの容器

の製造方法と非発泡樹脂フィルムの容器の製造方法との違いよりも差異が大きい場

合も多いことは，当業者の常識である。 

    ｃ 非発泡樹脂フィルムの端縁部における利用者の怪我の発生を防止す

ることは，本件特許出願時点で自明な課題であった。一方，乙１９等の周知慣用技

術の容器に係る発明も，端縁部における利用者の怪我の発生を防止することを課題

とし，それを解決することができるという作用効果を有する。 

そうすると，乙２０の１発明と乙１９等や乙４２及び８１の周知慣用技術を組み

合わせることには，発泡積層シートにおける非発泡樹脂フィルムの端縁部における

利用者の怪我の発生を防止するという本件特許出願時点における自明な課題を解決

するという動機付けが存在する。 

イ 乙１９文献（特開２００６－６９６３４号公報）記載の発明に基づく進
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歩性欠如 

    (ｱ) 乙１９の【００２４】，【図５】，【図８】によると，乙１９の１発明

は，端縁部の上面側に凹凸形状が形成されかつ下面側が平坦に形成されたものを含

むから，これを含まないとする原判決による乙１９の１発明の認定は，誤りである。 

    (ｲ) 仮に原判決の認定による乙１９の１発明と本件発明１及び２の相違

点（下面側を平坦に構成したものではない点）が存在したとしても，以下のとおり，

本件発明１及び２は，乙１９の１発明に基づいて容易に発明することができた。 

ａ 乙１９の１発明に係る樹脂フィルム製の容器も，乙２０等に係る発

泡積層シート製の容器も，樹脂成形品であるから，乙２０等に係る発泡積層シート

製の容器を製造するに際し，その端縁部における樹脂フィルム側のみを，乙１９の

１発明に係る樹脂フィルム製の容器の端縁部のように凹凸形状に成形し，樹脂発泡

シート側は乙２０等のように平坦な形状に成形することは，当業者にとって容易に

想到し得る単なる設計事項である。 

乙１９の１発明に乙２０等に記載された技術を組み合わせる場合，当業者であれ

ば，最適な材料の選択又は改善の一環として容器の材質変更を模索し，その一態様

として，樹脂フィルムを乙２０等に記載された広く知られた発泡積層シートに代え

るという当業者であれば通常行い得る技術改良を試行することは当然である。 

そして，乙１９や本件明細書の記載によると，樹脂フィルムの切断面が鋭利と

なって指等を切る（裂傷する）場合があることは，それらの出願以前から課題と認

識されていた一方で，柔らかい樹脂発泡シートについてはこのような課題がなかっ

たことから，乙２０等に記載された広く知られた発泡積層シートを上記のように成

形加工する際に，指先を切ることを防止できるという有利な効果を奏する乙１９の

１発明における樹脂フィルムの元々の凹凸形状をそのまま採用することも，当業者

にとってみれば当然に試行する事項である。 

さらに，その際に，発泡積層シートの樹脂フィルム側が面する上金型の端縁部形

成部分に凸凹を設け，樹脂発泡シート側が面する下金型の端縁部形成部分には，凸
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凹を設けなければ，上金型により樹脂フィルム及び柔らかい樹脂発泡シート上面に

も凹凸が形成される結果，樹脂フィルムの上下両面側及び樹脂発泡シートの上面側

には凹凸形状が形成され，樹脂発砲シートの下面側は平坦な形状になることは，当

業者であれば極めて容易に想到するのであり，そのような成形加工を適宜適用する

ことは，当業者が容易になし得た事項である。 

    ｂ 発泡樹脂製の容器のフランジ部の上面側に凹凸形状を形成し，下面

側を平坦に形成することは，周知慣用技術である（乙７６〔特開２０００－３１３

４３０号公報〕，乙７７〔実開昭６３－１７０８６号公報〕）。 

容器の成形加工技術の観点からいうと，乙１９の１発明のように樹脂フィルム製

の容器の端縁部の上下両面に凹凸形状を形成することが公知であり，乙７６及び７

７のように発泡樹脂製の容器の端縁部の上面側に凹凸形状を形成し，下面側を平坦

に形成することが周知であるから，乙１９の１発明の樹脂フィルムに代えて乙２０

等に係る発泡積層シートを用いて容器を成形する際に，金型を用いた成形等により，

端縁部において樹脂フィルムの上下両面と発泡シートの上面側に凹凸形状を形成し，

発泡樹脂シートの下面側を平坦に形成することは，当業者であれば容易に想到し得

た。 

   (ｳ)ａ 乙２０等に記載された事項は周知慣用技術であり，乙７６及び７

７に記載された事項も周知慣用技術であるから，乙１９の１発明にそれらを適用す

る際に動機付けは不要である。 

非発泡樹脂フィルムの容器であるか，発泡積層シートの容器であるかにかかわら

ず，適宜の成形方法によって適宜の場所（例えば端縁部の上面のみ）に凹凸形状を

設けることは，本件特許の出願時点における周知慣用技術（乙１９等，乙４２，８

１）であり，当業者は，乙１９の１発明並びに乙２０等や乙７６及び７７の周知慣

用技術に基づいて，本件発明１及び２を容易に想到し得る。 

   ｂ 本件明細書においては，発泡積層シートの容器に係る技術と非発泡

シートの容器に係る技術とは区別されておらず，同一の技術分野とされ，共通の課
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題を有することが当然の前提とされている。  

非発泡樹脂フィルムで指先が切れることがあるのであれば，指先の切りやすさ及

びその要因に差異はなく，同じ解決方法を適用し得るから，製造方法の相違があっ

たとしても，当業者が両者を組み合わせることは当然である。 

    ｃ 非発泡樹脂フィルムの端縁部における利用者の怪我の発生を防止す

ることは，本件特許出願時点で自明な課題であった。 

そうすると，乙１９の１発明と乙２０等や乙４２及び８１の周知慣用技術を組み

合わせることには，発泡積層シートにおける非発泡樹脂フィルムの端縁部における

利用者の怪我の発生を防止するという本件特許出願時点における自明な課題を解決

するという動機付けが存在する。 

    ｄ 乙１９に記載された非発泡樹脂フィルムの容器と乙７６及び７７に

記載された周知慣用技術に係る容器は，樹脂製容器として技術分野が共通する。ま

た，乙７６及び７７は，非発泡樹脂フィルムを含まないのであるから，非発泡フィ

ルムに起因する課題を有しない。それにもかかわらず，乙１９の１発明と乙７６及

び７７に記載された発明について，非発泡樹脂フィルムに係る課題の共通性の必要

性を強調する一審原告の主張は，失当である。 

  ウ 明確性要件違反の有無 

本件発明１及び２における「凸形状の高さ」は，端縁部１５の下面側１５ｄの底

辺から突起１５ａの頂部の最高点までの距離をいうものと解すべきである。それに

もかかわらず，一審原告の主張のとおりに「凸形状の高さ」を解釈するならば，本

件発明１及び２における「凸形状の高さ」は２通りに解釈されるというほかない。 

したがって，本件発明１及び２は，不明確である。 

  エ サポート要件違反の有無① 

(ｱ) 本件審判請求書によると，本件発明１及び２は，端縁部が「第一の

強度向上」と「第二の強度向上」の両方が図られた状態であって，強度が低い部分

を有しない状態であることを，従来技術と差別化するための特徴的な発明特定事項
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として実質的に備えていなければならない。  

上記発明特定事項は，発明の詳細な説明に記載されていないから，本件発明１及

び２は，発明の詳細な説明に記載されたものではない。 

   (ｲ) 上記発明特定事項は，本件明細書に記載されていないにもかかわら

ず，一審原告が審査段階における拒絶理由を解消するために主張した特定作用効果

であり，それが参酌されて特許されたこと自体が誤りであったが，それにもかかわ

らず特許されたのであるから，包袋禁反言の法理に則り，本件発明１及び２は，前

記発明特定事項を有すると解されなければならない。 

  オ 実施可能要件違反の有無 

(ｱ) 前記エ(ｱ)のとおりであるから，本件明細書における発明の詳細な説

明の記載は，本件発明１及び２の実施をすることができる程度に明確かつ十分に記

載したものではない。 

(ｲ) 前記エ(ｲ)のとおり。  

  カ サポート要件違反の有無② 

(ｱ) 原判決による「凸形状の高さ」の解釈によると，本件明細書には，

原判決の解釈による「凸形状の高さ」についての記載はないから，本件特許の特許

請求の範囲の記載は，発明の詳細な説明に記載されたものではない。 

(ｲ) ①原審において，侵害論の心証開示前に「凸形状の高さ」の解釈を

含む原判決に記載されたクレーム解釈が採用されることについて示唆が一切なかっ

たこと，②原審において，侵害論の心証開示後に充足論及び無効論に関する主張立

証の機会が与えられないまま，損害論へ移行し，その後も充足論及び無効論に関す

る主張立証の機会は一切与えられなかったこと，③前記(ｱ)の主張の前提は実質的

にクレーム解釈の問題であり，その点については原審において議論を尽くしている

こと，及び，④本件特許の無効審判（無効２０１７－８００１２８）においては当

事者間で前記(ｱ)の予備的主張に係る無効理由の有無を含めて議論が尽くされてい

るため，控訴審において議論をすることについて一審原告に特段の不利益は生じな
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いと認められることから，前記(ｱ)の主張は時機に後れたものではなく，一審被告

に重過失もなく，また，訴訟完結の遅延もない。 

   キ 新規事項追加 

    (ｱ) 原判決による「凸形状の高さ」の解釈によると，「凸形状の高さ」は，

本件特許の出願当初の明細書に記載された事項ではないから，本件特許は，特許請

求の範囲についてされた補正（乙１０，１３）が，本件特許の出願当初の明細書に

記載した事項の範囲内においてされたものではない。 

   (ｲ) 前記カ(ｲ)と同様。 

 (3) 争点(3)（差止めの必要性）について 

  ア 一審被告は，被告製品の製造等を完全に終了しており，現在，製造，販

売及び販売の申出を行っていないから，差止の必要性はない。 

  イ 一審被告が被告製品の製造を復活させるためには，金型を新たに製作す

る必要があるが，そのためには相当のコストがかかること，積層発泡シートのフィ

ルム部分による切創事故など生じるものではなく，切創事故対策の凹凸形状は不要

であること等も考慮すると，差止めの必要性は認められない。 

(4) 争点(4)（損害額）について 

ア 一審被告が被告製品（凹凸形状がある製品）の製造を中止した平成２７

年７月以降，被告製品と同一の製品名で，凹凸形状があるものとないものとが混在

して販売されていたために，対象期間における被告製品（凹凸形状がある製品）の

みの販売数を正確に把握することができない。しかし，被告製品（凹凸形状がある

製品）の生産量を超えて被告製品（凹凸形状がある製品）を販売することはできず，

また，被告製品と同一の品番の販売数を超えて被告製品（凹凸形状がある製品）を

販売することはできないことは物理的に明らかであるから，①端縁部に凹凸形状が

あるものの生産数と②被告製品の品番の販売数のうち小さい方の値をもって，対象

期間における被告製品（凹凸形状がある製品）の販売数とすることに合理性がある。 

 したがって，特許法１０２条３項に基づく損害額の算定基礎となる売上額は，最
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大でも●●●●●●●●●●●●●である。 

   イ(ｱ) プラスチック製品や容器についての一般的な実施料率は，せいぜい

２％程度である（甲２８）。 

被告製品において，フランジの端縁部に凹凸を設けても，設けなくとも，指等を

裂傷する可能性はない。また，被告製品を含む製品のカタログ（甲４０）は，フラ

ンジに凹凸を備えた被告製品についても手指の切創について注意喚起をしているか

ら，被告製品においては手指の切創を防止できていないことになるはずである。そ

うすると，被告製品は，「端縁部における手指の切創を防止すること」による顧客

誘引力を発揮しないから，本件発明１及び２による被告製品の売上げに対する寄与

度はゼロ又は限りなくゼロに近い。 

したがって，本件発明１及び２の実施によって受けるべき相当な実施料率は０％

であるか，高く見積もっても，通常の実施料率の１／１００である０．０２％であ

る。 

   (ｲ) 一審原告が主張する「セーフティエッジ」は，発泡積層シートにつ

いてのものではない（甲３６，５２，乙６１）。 

また，被告製品の需要者は，弁当や総菜を製造する業者又は容器の卸業者である

から，発泡積層シートのフィルムは薄くて柔らかいので，指の裂傷は生じないこと

を熟知しており，端縁部先端の底面の一般的形状は平らであり，蓋の係止において

問題が生じるものではなかったことも熟知している。端縁部の凹凸形状の存在を顧

客の購入動機に結びつけるためには，特に顧客にアピールして顧客を納得させるこ

とが必要である。一般人であっても，積層発泡樹脂の薄いフィルムで指先等を切る

ことがないことは直ちに認識できる。一審被告によるアピールなしに，顧客が凹凸

形状に着目し，購入動機に大きな影響を与えることはない。 

ウ したがって，本件における特許法１０２条３項に基づく損害額は，●●

●●●●●●を上回ることはなく，本件特許権侵害があるとされる場合であっても，

本件特許権侵害によって通常生ずべき弁護士費用は，●●●を上回ることはない。 
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(5) 検証の申出について 

 原審が，一審被告による平成２９年９月２０日付けの検証の申出を却下したこと

は，検証の必要性の判断を誤ったもので，看過することができない違法がある。 

２ 一審原告 

 (1) 争点(1)（被告製品の本件発明１及び２の構成要件充足性）について 

  ア 本件発明１及び２の技術的意義について 

課題は出願時において存在していれば足りるのであり，特許文献３（乙２８）以

前において課題が解決していたか否かは無関係である。 

  イ 構成要件Ｄの「凸形状の高さ」について 

(ｱ) 「凸」という用語の一般的意義からしても，特許請求の範囲の文言

からしても，構成要件Ｄの「凸形状の高さ」が端縁部の上面に形成されている部分

的に出張っている箇所の形状の高さ，すなわち，凸形状の頂部から凸形状の底部ま

での距離をいうことは，一義的に明らかである。 

仮に，本件明細書の記載を参酌するとしても，【０００７】，【００１７】，【００

１９】の記載によると，「凸形状」とは，端縁部の上面・下面という面を基準又は

基底として設けられた「突起」すなわち「突き出た状態」を意味するものとして用

いられているのであって，「凸形状の高さ」とは，上記の距離をいうことが明らか

である。 

本件明細書の図２及び図３は，凸形状の底部から突出部の下面までの距離を極め

て短く記載しているために，「ｈ１」下端が図自体から明確でなく，上記認定につ

いて，疑念を抱かせるものではない。 

また，構成要件Ｄの効果は「怪我防止」（【００１９】）であるところ，ある程度

の波（凸形状）の高さがなければ，この効果を奏することができない。「凸形状の

高さ」を一審被告の主張のとおり解した場合，凸形状の頂部から凸形状の底部が０．

１ｍｍ未満であったとしても，凸形状と評価できる限り構成要件Ｄを充足すること

となるが，上記効果を奏することはできないから，一審被告の主張する「凸形状の
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高さ」の解釈は誤りである。 

   (ｲ) 「上面側」が「下面側」ではない側を意味するのであれば，「下面側」

でない側は「上面」であり，「上面側に凹凸形状が形成されて上面に凹凸形状が形

成されない」という端縁部の存在は考えられない。 

  ウ 構成要件Ｃの「ように」について 

構成要件Ｃは，①突出部の端縁部の上面が，収容凹部の開口縁近傍の突出部の上

面より低くなっていること，②突出部の端縁部の厚みが，収容凹部の開口縁近傍の

突出部の厚みより薄くなっていることを規定しているのみであって，①が②に起因

して生じたことを規定していない。 

同時並行的に存在する二つの状態について，一方が他方に起因するというのは，

日本語として意味不明である。 

本件明細書の記載を参酌するとしても，上記の意味に変わりはない。 

  エ 構成要件Ｄ及びＥの「凸形状」について 

本件発明１及び２は，物の発明であり，「凸形状」について，その形状を示すこ

とによりその構造を特定しているにすぎず，製造方法を示すものではない。 

また，特許請求の範囲には，「凸形状の高さ」と「（隣り合う）凸形状の間隔」に

ついて記載があるにとどまり，その製造方法に関する記載は存在しない。 

本件審判請求書の記載も，端縁部を圧縮することによる強度向上と凹凸形状を形

成することによる強度向上があることを述べているにすぎず，その時間的先後関係

を述べるものではないから，端縁部の圧縮と凹凸形状の形成とが同時に行われてい

る場合であっても違いはない。また，本件審判請求書（４頁４行目～７行目）は，

引用文献１（乙７６）が本件発明１及び２の効果を奏しないことを述べたものにす

ぎず，引用文献１と本件発明１及び２との相違点を述べたものではない。 

  オ 構成要件Ｂの「開口縁」及び「突出部」について 

原審における主張のとおり。 

  カ 構成要件Ｃの「端縁部の上面が・・・突出部の上面に比して下位」につ
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いて 

原審における主張のとおり。 

 (2) 争点(2)（本件特許の無効理由の有無）について  

  ア 乙２０文献記載の発明に基づく進歩性欠如について 

   (ｱ)ａ 当業者が，乙２０に記載された発泡積層容器の発明と，乙１９等

に記載された非発泡容器の発明を組み合わせることはない。 

発泡積層シートによって成形加工された容器は，非発泡樹脂フィルムによって成

形加工された容器に比して厚い発泡層を有し，発泡層は柔らかいために指先を切る

ことはなく，発泡層に貼り付けられた非発泡の熱可塑性樹脂フィルムによって指先

を切るおそれがあるのに対し，非発泡樹脂フィルムによって成形加工された容器は，

フィルムが薄く，鋭利な状態となっているため，指先を切ることが起きやすいとい

う差異がある。容器の端部において切創事故を引き起こす要因が異なるため，その

解決方法も異なるのであって，当業者から見ると，非発泡容器の発明と発泡積層容

器の発明とは，技術分野が異なるから，当業者が，乙２０の１発明を出発点として，

発泡積層シートを用いた容器に対して，非発泡樹脂を用いた容器における切創防止

のための端縁部の構造を組み合わせることはあり得ない。発泡積層シートを用いた

容器に非発泡樹脂を用いた容器の構成を組み合わせることは，設計事項とはなり得

ない。 

    ｂ 発泡積層シートを原材料とする容器の製造方法と非発泡樹脂フィル

ムを原材料とする容器の製造方法とは，熱処理の温度やこれに要する時間，金型の

形状等において異なっているため，両者は同じ容器で製造することはできない根本

的に別個のものである。当業者において，乙２０の１発明を出発点として，熱可塑

性樹脂フィルムの層が存在することのみを理由として，熱可塑性樹脂フィルムに関

する発明ないし技術を単純に組み合わせようと考えることはあり得ない。 

ｃ 乙２０には，端縁部での怪我を防止するという本件発明１及び２の

課題は存在しない。乙１９等は，容器の端縁部等における手指の切創事故を防ぐこ
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とを目的とし，乙２０の１発明の課題とは全く異なる課題を有しており，乙２０か

ら当業者が把握可能な課題を解決するものではないから，乙２０の１発明に乙１９

等に記載されている容器の端縁部の凹凸形状に関する発明を組み合わせる動機付け

はない。 

(ｲ) 仮に，乙２０の１発明に乙１９等の技術を組み合わせたとしても，

端縁部の上面側及び下面側の両面に一体的に凹凸形状を形成する容器に到達するこ

としかできないのであって，端縁部の上面に凹凸形状を形成し，端縁部の下面は平

坦に形成した容器に到達することはできない。 

(ｳ)ａ 一審被告の乙４２及び８１に係る主張は，控訴審において，控訴

理由書ではなく，口頭弁論期日の直前に至って初めて主張されたものであるから，

時機に後れたものであり，一審被告には少なくとも重大な過失があるところ，上記

主張は，新たな証拠を伴う主張であり，一審原告としてはこれに対する反論の書面

を提出する必要があり，審理を終結することはできなくなるから，上記主張は，訴

訟の完結を遅延させるものである。 

したがって，上記主張は，民訴法１５７条１項に基づき，却下されるべきである。 

    ｂ(a) 乙４２及び８１のいずれにも，容器の端縁部に凹凸形状が形成

されることの記載はない。 

乙４２の「鍔部」は，その上面が収容凹部の開口縁近傍の突出部の上面に比して

下位となる構成及び熱可塑性樹脂発泡シートが圧縮されて厚みが薄くなっている構

成を有する部分が存在しないから，本件発明における「突出部」に相当するもので

ある。本件発明における突出部の一部のみを構成する「端縁部」に相当する部分は

存在しない。また，乙４２には，「鍔部」を側面から見た図がなく，「鍔部」に凹凸

形状が形成されているか否かは不明である。さらに，乙４２には，本件発明におけ

る「端縁部」に該当する箇所に着目するような課題はない。 

乙８１の「周辺鍔部」は，その上面が収容凹部の開口縁近傍の突出部の上面に比

して下位となる構成及び熱可塑性樹脂発泡シートが圧縮されて厚みが薄くなってい
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る構成を有する部分は存在しないから，本件発明における「突出部」に相当するも

のである。本件発明における突出部の一部のみを構成する「端縁部」に相当する部

分は存在しない。また，乙８１には，本件発明における「端縁部」に該当する箇所

に着目するような課題はない。 

     (b) 乙４２に記載された発明は，「熱湯の注入，電子レンジによる加

熱，倉庫などにおける保管中及び運送中などの耐熱変形性を向上させた発泡樹脂製

容器を提供すること」という，乙２０から当業者が把握可能な課題を解決するもの

ではない。 

また，乙８１に記載された発明も，上記の乙２０から当業者が把握可能な課題を

解決するものではない。 

したがって，当業者には，乙２０の１発明に対して乙４２や８１に記載された発

明を組み合わせ，乙４２のローレット加工や乙８１の凹凸模様を設ける動機付けは

ない。 

  イ 乙１９文献記載の発明に基づく進歩性欠如について 

    (ｱ) 乙１９には，容器の端縁部の上面と下面との両方に凹凸形状が形成

されている構成が開示されているのであり，その下面側を平坦に構成したものは開

示されていない。 

(ｲ)ａ(a) 当業者が，乙１９に記載された非発泡積層容器の発明と，乙２

０等に記載された発泡容器の発明を組み合わせることはない。 

前記ア(ｱ)ａのとおり，非発泡容器の発明と発泡積層容器の発明とは，技術分野

が異なるから，当業者が，乙１９の１発明を出発点として，乙１９の１発明におけ

る非発泡樹脂フィルムを，発泡積層シートに置き換えることはあり得ない。 

(b) 前記ア(ｱ)ｂと同様に，製造方法の観点からも，当業者が発泡積

層容器の発明と非発泡容器の発明とを組み合わせることはない。 

(c) 乙２０等に記載された発明は，乙１９から当業者が把握可能な

課題を解決するものではないから，当業者は，乙１９の１発明に対して，乙２０等
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に記載された発明を組み合わせる動機付けはない。 

     ｂ(a) 乙７６及び７７には，発泡樹脂製の容器のフランジ部の上面側

に凹凸形状を形成し下面側を平坦に形成することの記載はない。 

(b) 前記ア(ｱ)ａと同様に，当業者が，乙１９の１発明を出発点とし

て，乙１９の１発明における非発泡樹脂フィルムを，発泡積層シートに置き換える

ことはあり得ない。 

 また，乙７６及び７７に記載された発明は，乙１９から当業者が把握可能な課題

を解決するものではないから，当業者には，乙１９の１発明に乙７６及び７７に記

載された発明を組み合わせる動機付けがない。 

(ｳ) 仮に，乙１９の１発明に乙２０等の技術を組み合わせたとしても，

端縁部の上面側及び下面側の両面に一体的に凹凸形状を形成する容器に到達するこ

としかできないのであって，端縁部の上面に凹凸形状を形成し，端縁部の下面は平

坦に形成した容器に到達することはできない。 

   ウ 明確性要件違反の有無について 

 構成要件Ｄの「凸形状の高さ」の意義は一義的に明らかであるから，二通りに解

釈されることはない。 

エ サポート要件違反の有無①について 

 本件特許の特許請求の範囲の文言によると，一審被告が主張するような特徴的な

発明特定事項は存在しないから，一審被告の主張は，失当である。 

オ 実施可能要件違反の有無について 

 前記エのとおりであるから，一審被告の主張は，失当である。 

   カ サポート要件違反の有無②について 

    (ｱ) 一審被告のサポート要件違反の有無②に係る主張は，時機に後れた

攻撃防御方法であって，一審被告には，少なくとも重大な過失がある。また，上記

主張は，これに対する新たな審理を行う必要が生ずるから，「訴訟の完結を遅延さ

せる」ものである。 
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したがって，上記主張は，民訴法１５７条１項に基づき，却下されるべきである。 

    (ｲ) 本件明細書には，「凸形状の高さ」が凸形状の頂部から凸形状の底部

までの距離であるという解釈による「凸形状の高さ」が規定された本件発明１及び

２が記載されている（【００１７】，【００１９】）から，一審被告の主張は失当であ

る。 

   キ 新規事項追加について 

    (ｱ) 前記カ(ｱ)と同じ。 

    (ｲ) 本件明細書の記載内容と本件特許の出願当初の明細書の記載内容は，

【００１０】を除き同一であるところ，前記カ(ｲ)のとおりであるから，本件特許

は，新規事項追加禁止の要件に違反しない。 

 (3) 争点(3)（差止めの必要性）について 

  ア 一審被告が，平成２７年６月から同年７月にかけて金型全てを端縁部に

凹凸がないものに変更したという事実は存在しない。 

一審被告は，平成２８年６月２８日になってはじめて，同月１７日に被告製品の

製造・販売を終了した旨のプレスリリースを行っている（乙５，６）が，これは，

被告製品に用いる金型の改造を行っていなかったために，一審原告の申立てを全面

的に認める仮処分決定が平成２８年６月６日に発令されたことを受けて，端縁部に

凹凸を有する被告製品を全て廃番にしたことを意味するものである。 

イ 一審被告が管理していた被告製品の在庫の廃棄処分を平成２８年６月１

７日までに完了したという事実は存在しない。 

ウ 一審被告が端縁部の上面側に凹凸形状のある容器を製造可能な金型を現

に保有し，被告製品の在庫を保管している可能性を否定することができない以上，

一審被告が，被告製品の販売を一時的に停止したとしても，再び被告製品の販売を

行うことは，容易である。 

 仮に金型を変更したという一審被告の主張を前提としても，金型の変更に要する

時間が相当の長期にわたらないことを踏まえると，一審被告が，被告製品の製造販
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売を再開することは容易である。 

エ したがって，被告製品の販売等の差止め並びに被告製品及びその製造用

金型の廃棄が命じられるべきである。 

 (4) 争点(4)（損害額）について 

  ア 平成２５年７月から平成２９年２月までの間の被告製品の総売上高は●

●●●●●●●●●●●●である。 

一審被告が主張する金型全てを変更したという事実は存在しない。 

イ 一審原告は，一審原告の製品である本件発明１及び２の実施品である包

装用容器について，当該製品の端縁部の凹凸形状を「セーフティエッジ」と呼んだ

上で，その製造・販売を行っており，また，平成２７年以降も，「セーフティエッ

ジ」加工の存在を顧客にアピールしている（甲２９，５２）。 

また，端縁部に凹凸形状があるか否かは一瞬で認識できる製品の特徴であり，発

泡積層シートを成形加工した食品用容器における端縁部の凹凸形状は，使用者が指

等を裂傷する危険を防ぐことができるものとして，顧客に広く認識されており，端

縁部の凹凸形状に着目して製品を選択する顧客は多く存在する。仮に一審被告が端

縁部の凹凸形状の存在をアピールしていなかったとしても，そのことは，顧客が端

縁部の凹凸形状に着目して製品を選択していることを左右するものではない。 

したがって，本件において相当な実施料率は１０％を下らない。 

 (5) 検証の申出について 

食品用容器の発泡積層シートにおける熱可塑性樹脂フィルムは，対象物に対する

指の接触面積と，指の接触速度とが相まって，指に裂傷が生ずるものであるから，

一審被告の申し出た検証物の端縁部を触ったり，指を押し当てて移動したところで，

当該製品の端縁部で指が切れることを認識することはできない。したがって，一審

被告の申出に係る検証の必要性はない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 技術的範囲の属否について 
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  (1) 当裁判所は，被告製品１～４及び６は，本件発明１及び２，被告製品５

及び７は本件発明１の技術的範囲に属すると判断する。 

その理由は，次のとおり原判決を補正するほか，原判決の「事実及び理由」の第

３の２（３５頁４行目～４５頁４行目）に記載のとおりであるから，これを引用す

る。 

（原判決の補正） 

ア 原判決３５頁１１行目の「もののはし・」を「物のはし。」に改め，同

頁１６行目～１７行目の「前記１(1)ア～オの記載があるほか，」を削除し，同頁２

６行目の「外側に」の後に「開口縁に近い部分では水平で」を，３６頁２行目の

「上記」の後に「水平で」を，同行目の「突出部」の後に「の部分」を，同頁９行

目の「突出部が」の後に「開口縁に近い部分では」を，同頁１１行目の「見当たら

ない。」の後に「また，本件発明は，「容器において，端縁部での怪我を防止しつつ

蓋体を強固に止着させうる容器の提供を課題としている」（本件明細書の【０００

９】）ところ，突出部が水平で平坦であることは，端縁部での怪我の防止や蓋体の

強固な止着に必須の構成であるとはいえない。」をそれぞれ加え，同頁１６行目の

「前記１(2)のとおり，「前記突出部の端縁部の…且つ該端縁部の」と補正をした」

を「平成２５年３月２５日付手続補正書(乙１３)により，本件発明１及び２に係る

特許請求の範囲中「前記突出部の少なくとも端縁部は，上面側に凹凸形状が形成さ

れ，該凹凸形状の凸形状の高さが０．１～１ｍｍとなり，隣り合う凸形状の間隔が

０．５～５ｍｍとなるように形成されており，且つ下面側が」を「前記突出部の端

縁部の上面が収容凹部の開口縁近傍の突出部の上面に比して下位となるように，突

出部の端縁部において前記熱可塑性樹脂発泡シートが圧縮されて厚みが薄くなって

おり，しかも，該突出部の少なくとも端縁部の上面側には，凸形状の高さが０．１

～１ｍｍとなり隣り合う凸形状の間隔が０．５～５ｍｍとなるように凹凸形状が形

成され，且つ該端縁部の下面側が」と補正した（下線部は補正により変更された部

分である。）。」に改め，同頁２０行目の「段落」及び「）」，３７頁１行目の「段落」，
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同頁２行目の「）」，を，それぞれ削除する。 

イ 原判決３７頁２１行目～２２行目の「前記１(1)ア～オの記載に加え，」，

３８頁１行目の「段落」を，それぞれ削除し，同頁２２行目及び３９頁９行目の

「近傍」の後に「の突出部の上面」をそれぞれ加える。 

ウ 原判決３９頁１５行目～４１頁４行目を次のとおりに改める。 

「  ア 本件発明１及び２の構成要件Ｃは，「前記突出部の端縁部の上面が収容

凹部の開口縁近傍の突出部の上面に比して下位となるように，突出部の端縁部にお

いて前記熱可塑性樹脂発泡シートが圧縮されて厚みが薄くなっており，」というも

のであって，①「前記突出部の端縁部の上面が収容凹部の開口縁近傍の突出部の上

面に比して下位となる」という構成と，②「突出部の端縁部において前記熱可塑性

樹脂発泡シートが圧縮されて厚みが薄くなっており」という構成とを，「ように」

で結ぶことで，「容器」に係る物の発明を特定している。 

そうすると，発明特定事項Ｃは，「容器」という物の発明の形状又は構造につい

て，①と②の双方を構成として備えていなければならないことを規定しているとい

える。 

イ ここで，①と②とが「ように」で結ばれていることから，日本語として

は，(A)端縁部において上記シートを圧縮して厚みを薄くする工程を行い，その結

果として端縁部の上面が上記のとおり下位となることを規定していると解すること

も，(B)厚みが薄くなっている状態の一態様として，端縁部の上面が上記のとおり

下位となっていることと解することもできる。 

そこで本件明細書の記載を参酌すると，本件明細書の【００１９】には，端縁部

の圧縮により，前記突出部の端縁部の上面が収容凹部の開口縁近傍の突出部の上面

に比して下位となる旨が記載されているが，本件発明１及び２の特許請求の範囲及

び本件明細書の記載から認められる技術的意義，すなわち「端縁部の上面側に凹凸

形状を形成し，熱可塑性樹脂フィルムの端縁をジグザグとすることで端縁部での怪

我を防止しつつ，端縁部の下面側は平坦にすることで蓋体を強固に止着させ得るよ
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うにすること」からすると，端縁部が圧縮により強度が向上しており，また，「前

記突出部の端縁部の上面が収容凹部の開口縁近傍の突出部の上面に比して下位とな

る」構成を有していればよいのであって，「前記突出部の端縁部の上面が収容凹部

の開口縁近傍の突出部の上面に比して下位となる」構成が圧縮のみにより得られる

ことに，技術的意義があるとは認められず，「前記突出部の端縁部の上面が収容凹

部の開口縁近傍の突出部の上面に比して下位となる」構成が圧縮のみによらずして

得られる場合を，構成要件Ｃが排除していると解することはできない。 

したがって，上記(B)のとおり解するのが相当である。」 

エ 原判決４１頁５行目の「薄く」の前に「圧縮されて厚みが」を，同頁６

行目の「突出部の」の後に「端縁部の上面が」を，それぞれ加え，同頁８行目の

「段落」を削除し，同行目の「審判請求書」の前に「一審原告が」を加え，同頁１

１行目の「段落」，同頁１３行目の「）」をそれぞれ削除し，４２頁２行目の「が異

なるほかに相違点が」を「や色は異なるものの，突出部の構成に係る相違点がある

とは」に改める。 

オ(ｱ) 原判決４２頁９行目の「ア」～４３頁２５行目の「ウ」を次のとお

りに改める。 

「   ア 本件特許の特許請求の範囲の記載によると，本件発明における「凸形

状」は，「端縁部の上面側」に形成された「凹凸形状」におけるものであるから

（構成要件Ｄ及びＥ），「凸形状の高さ」の数値限定（構成要件Ｄ）は，「隣り合う

凸形状の間隔」の数値限定（構成要件Ｅ）とともに，「端縁部の上面側」に形成さ

れた「凹凸形状」の特徴を規定するものである。そうすると，「凸形状の高さ」（構

成要件Ｄ）は，「凸形状の頂部から凸形状の底部までの距離」を意味すると解する

のが自然である。 

イ(ｱ) 本件明細書の【００１７】には，「断面形状が波形となる突起１５ａ

が突出部１４の端縁に沿って複数列設されて前記凹凸形状が形成されている。」と

の記載があり，本件明細書の【００３３】には，「雄型１００」について，「容器本
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体部１０の端縁部１５に凹凸形状を形成させるための凹凸形成部１０２が備えられ

ている。」との記載があり，本件明細書の【００３４】には，「前記凹凸形成部１０

２は，端縁部１５の上面側１５ｕに波形の突起１５ａを形成させるべく，・・・前

記波形の突起１５ａとは逆形状となる凹凸形状が形成されている。」との記載があ

るから，「凹凸形状」は，「雄型」により形成され得る端縁部の上面側の表面の突起

の形状又は構造を表していると解される。このことは，前記アの理解と整合する。 

(ｲ) 本件明細書の【００１９】には，「前記波形の突起１５ａの高さ（図

２，図３の“ｈ１”）が０．１～１ｍｍとなり，隣り合う突起１５ａの間隔が０．

５～５ｍｍとなるように形成されていることが怪我防止の観点から好ましい。」，本

件明細書の【００４３】には，「裂傷を防止するための構造（凹凸形状）」との記載

があり，「凹凸形状」は，怪我防止，裂傷防止の観点から形成されている。このよ

うな観点からすると，「凸形状の高さ」として意味があるのは，「凸形状の頂部から

凸形状の底部までの距離」であることは明らかである。このことも前記アの理解と

整合する。 

  (ｳ) 確かに，本件明細書の図２，図３においては，「ｈ１」の高さとして，

端縁部の上面の凸形状の頂部から端縁部の下面までの長さが，矢印により示されて

いる。 

しかし，前記(ｲ)のとおり，「凸形状の高さ」として意味があるのは，「凸形状の

頂部から凸形状の底部までの距離」であるから，前記ア並びにイ(ｱ)及び(ｲ)で述べ

たところに反して「凸形状の高さ」を「端縁部の下面から上面の頂点部分までの高

さ」と解する理由とすることはできない。 

ウ したがって，特許請求の範囲及び本件明細書の記載によると，本件発明

における「凸形状の高さ」は，「凸形状の頂部から凸形状の底部までの距離」を意

味するものと解される。なお，本件特許に係る出願と同日に出願された特許第５１

６４６０９号の明細書や図面の記載（乙３１）は，上記認定を左右するものではな

い。 
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エ」 

(ｲ) ４４頁４行目の「が異なるほかに相違点が」を「や色は異なるもの

の，突出部の構成に係る相違点があるとは」に改める。 

   カ(ｱ) 原判決４４頁１０行目の「被告は」～１４行目の「イ 」を削除し，

同頁１５行目の末尾に「で，」を加え，同頁１９行目の「。前記１(2)のとおり」～

同頁２２行目の「ところ，」を次のとおりに改める 

「。 

イ 本件審判請求書には，「本願発明の突出部の端縁部は他の部分に比して

圧縮薄肉化されることによって第一の強度向上が図られており，更にその上面に凹

凸形状が形成されることによって第二の強度向上が図られると共に怪我発生防止機

能も付与されている。このように本願発明では，突出部の端縁部において二段階の

強度向上策が図られているのである。これに対して引用文献１記載の発明では，フ

ランジ部の厚みは放射状の強化部においては局所的に薄肉化されているもののそれ

以外の箇所では薄肉化されておらず，フランジ部においては強度が高い部分と低い

部分とが周方向に交互に形成されている。」との記載がある。 

本件審判請求書の上記記載は，本件発明１及び２等と拒絶査定の引用文献１記載

の発明との構成の違いを説明するためにされたもので，「引用文献１記載の発明」

においては，フランジ部の厚みは薄肉化された部分とされていない部分があり，そ

の結果，フランジ部においては強度が高い部分と低い部分とが周方向に交互に形成

されているのに対し，本件発明１及び２等においては，突出部の端縁部は他の部分

に比して全部が圧縮薄肉化されること，及び，その上面に凹凸形状が形成されるこ

とにより，端縁部の強度が向上していることを述べたものと解される。 

そして，端縁部の圧縮薄肉化と端縁部の上面における凹凸形状の形成の時間的前

後関係については，本件審判請求書において，特に記載されていない。 

そうすると，」 

    (ｲ) 原判決４５頁１行目の「ところ」～同頁３行目の「照らせば」を「。 
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証拠（甲６～９）及び弁論の全趣旨によると」に，同行目の「あるから」を「あ

ると認められるから」に，それぞれ改める。 

(2)ア(ｱ) 一審被告は，本件発明１及び２は，端縁部の「上面側」に「凹凸形

状」を形成することを規定しているのであり，端縁部の上面そのものの形状につい

て規定しているのではない，単に発泡積層シートの上面側を凹凸形状にすること自

体ではなく，上面が熱可塑性樹脂フィルムである発泡積層シートの熱可塑性樹脂フ

ィルムを凹凸形状にするところに実質的意味があるなどと主張する。 

 しかし，本件発明１及び２は，「熱可塑性樹脂発泡シートの片面に熱可塑性樹脂

フィルムが積層された発泡積層シートが用いられ，前記熱可塑性樹脂フィルムが内

表面側となるように前記発泡積層シートが成形加工」されるものであるから，熱可

塑性樹脂フィルムの上面は，端縁部の上面を形成しており，熱可塑性樹脂フィルム

の下面は，熱可塑性樹脂発泡シートの上面と密着していることになる。「端縁部の

上面側」は，その文言上，端縁部の上面だけではなく，端縁部を形成する発泡積層

シートの厚みのうち，上面に近い部分を含むと解されるが，本件発明１及び２にお

いて形成される「凹凸形状」は，発泡積層シートの熱可塑性樹脂フィルム部分が切

断時に外側に突出することにより指等を裂傷する虞があることを課題とするもので

あるから，この課題を解決するために，発泡積層シートの上面には，凹凸形状を設

けない一方，上面ではない上面側の部位，すなわち，発泡積層シートの厚みの中間

の部分に凹凸形状を形成すること，例えば，熱可塑性樹脂フィルムと熱可塑性発泡

シートの境界において，両者が密着した形で凹凸形状を形成することは，いかなる

技術的意義を有するのか不明であるし，両者の間にあえて空間を設けて凹凸形状を

形成することは，想定できない。 

 したがって，「上面側」との記載があることにより，上面において凹凸形状が形

成されない構成を意味するものとは考えられないのであって，一審被告の上記主張

は，採用できない。 

    (ｲ) また，一審被告は，上下両面に凹凸形状がない容器において，蓋体
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は強固に止着していたのであるから，「端縁部につき上記の端縁部の形状とするこ

とに加えて下面を平坦にすることで，蓋の強固な止着を実現する」という課題は存

在しないと主張する。 

しかし，本件明細書の【０００７】には，特許文献３（特開２００４－６７１２

２号公報。乙２８）には，フィルム端縁で指等を裂傷するという課題を解決するた

めに，突出部の上下面にジグザグとなる凹凸を形成させることが記載されているが，

これによると，蓋体を外嵌させる際に蓋体の突起部が係合される突出部の下面側に

も凹凸形状が形成されるのであって，特に，熱可塑性樹脂フィルムが内表面となる

ように発泡積層シートを成形した容器本体部の突出部の下面側に凹凸形状を形成さ

せると，蓋体の突起部が，突出部の下面側の発泡シート表面に形成された凸部先端

と接触するため，凸部が潰れやすく，強固な係合状態を形成させることが困難とな

ることが記載されているから，上記の課題は，端縁部の上面を凹凸形状とすること

を前提としたものであり，本件発明１及び２は，その課題を解決したものであるこ

とが明らかである。 

したがって，一審被告の上記主張は理由がない。 

   (ｳ) さらに，一審被告は，本件発明１及び２は，数値限定された形状を

備えることにより，課題を解決するものであると主張するが，本件発明１及び２の

上記の課題は，数値限定も含むその構成全体によって解決されるものである。原判

決が数値限定について本件発明１及び２の技術的意義として特に判示しなかったか

らといって，そのことが原判決の結論に影響があるということはできない。 

  イ 一審被告は，本件審判請求書における主張を根拠に，本件発明１及び２

の技術的範囲から，フランジ部において強度が高い部分と低い部分とが周方向に交

互に形成されている従来の容器は，除外されると解されると主張する。 

しかし，既に補正の上原判決を引用して判示した（原判決４４頁１９行目～２２

行目）とおり，本件審判請求書には，「引用文献１記載の発明」においては，フラ

ンジ部の厚みは薄肉化された部分とされていない部分があり，その結果，フランジ
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部においては強度が高い部分と低い部分とが周方向に交互に形成されているのに対

し，本件発明１及び２等においては，突出部の端縁部は他の部分に比して全部が圧

縮薄肉化されていること，及び，その上面に凹凸形状が形成されていることにより，

端縁部の強度が向上していることが記載されているものの，このような記載がある

からといって，そのことから直ちに，特許請求の範囲において除かれていない「フ

ランジ部において強度の高い部分と低い部分とが周方向に交互に形成された容器」

が本件発明１及び２から除かれると解することはできず，他にそのように解すべき

理由もない。 

したがって，一審被告の上記主張には理由がない。 

  ウ その他，被告製品の構成要件充足性についての一審被告の主張に理由が

ないことは，既に判示したところから明らかである。 

２ 無効理由の有無について 

(1) 乙２０文献記載の発明に基づく進歩性欠如について 

ア(ｱ) 証拠（乙２０）及び弁論の全趣旨によると，乙２０文献に記載され

た発泡樹脂製容器は，①発泡スチロール製の外皮１５のシートの片面にハイインパ

クトポリスチレン製の内皮１６が積層されたシート１７が用いられ，ハイインパク

トポリスチレン製の内皮１６が内表面側となるようにシート１７が成形加工されて，

インスタント食品類や冷凍加工食品類が収容される収容凹部と（【００１８】，【０

００２】），②該収容凹部の開口縁から外側に向けて張り出したフランジ部１２とが

形成された容器１であって（【００１６】），③フランジ部１２のリブ１３の上面が

収容凹部の開口縁近傍のフランジ部１２の上面に比して下位となるように，フラン

ジ部１２のリブ１３において発泡スチロール製の外皮１５のシートが圧縮されて厚

みが薄くなっている（【００１８】，【図４】）ものであると認められる。 

そして，乙２０のリブ１３の上面側に位置するハイインパクトポリスチレン製の

内皮１６については，真空圧空成形に先立って加温により軟化させることが記載さ

れている（【００１８】）ほか，特段の記載はないから，リブ１３の上面側に凹凸形
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状は形成されていないものと認められる。 

また，乙２０のリブ１３は，型５１，５２を用いた真空圧空成形に際し，フラン

ジ部１２の外周部が圧縮されることによって形成されるのであって（【００１８】，

【図４】），リブ１３の下面側に位置する発泡スチロール製の外皮１５は高密度に圧

縮された状態になるから，乙２０文献に記載された容器は，リブ１３の下面側が平

坦に形成されているものと認められる。 

そうすると，本件発明１及び２と乙２０文献に記載された発明とは，前者では，

「該突出部の少なくとも端縁部の上面側には，凸形状の高さが０．１～１ｍｍとな

り，隣り合う凸形状の間隔が０．５～５ｍｍとなるように凹凸形状が形成されてい

る」のに対し，後者では，フランジ部１２のリブ１３の上面側に凹凸形状が形成さ

れていない点で，少なくとも相違する。 

   (ｲ) 乙１９には，容器の環状屈曲部の外縁線を波状に形成すること（特

許請求の範囲の請求項１），乙２７（実登第３０４４９３２号公報）には，容器の

最外周である切断面を側面視略波形状とすること（実用新案登録請求の範囲の請求

項１），乙２８（特開２００４－６７１２２号公報）には，容器の突出部を厚み方

向に凹凸形状とすること（【００１０】），乙２９（実開昭５４－１６８２０５号公

報）には，容器の周縁に突設した鍔部（突出部）に凹凸部を形成すること（実用新

案登録請求の範囲の請求項１）が，それぞれ記載されている。 

したがって，容器の切断面（外側端面）を凹凸形状とすることは周知技術である

といえる。 

ただし，乙１９，２７～２９は，いずれも，容器の切断面を全体として凹凸形状

にするものであって，切断面の上面も下面も凹凸形状となっている（乙１９の【図

５】，乙２７の【図３】～【図５】，乙２８の【図２】，【図３】，乙２９の第２図）。 

したがって，上記の周知技術である「容器の切断面（外側端面）を凹凸形状とす

ること」は，切断面の上面も下面も凹凸形状とすることを，その内容とするもので

あると認められる。 
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(ｳ) 乙２０文献に記載された発明に前記の周知技術を組み合わせると，

リブ１３の上面だけではなく下面も凹凸形状になるから，本件発明１及び２の構成

要件である「且つ該端縁部の下面側が平坦に形成されていること」という構成は得

られない。そして，乙１９，２７～２９には，容器の切断面の上面を凹凸形状とし

つつ，下面を平坦に形成することは，記載されておらず，これらの証拠から認めら

れる周知技術は，容器の切断面（外側端面）の上面も下面も凹凸形状とすることで

ある。乙１９，乙２７～２９に記載されている凹凸形状を形成するシートは，その

厚みが相当薄いものとして記載されており（乙１９の【図５】，乙２７の【図２】

～【図５】，乙２８の【図２】及び【図３】，乙２９の第２図），その片面のみに凹

凸形状を形成する場合，凹凸形状の上下方向の距離は相当短いものとならざるを得

ないと考えられることに鑑みると，それにもかかわらず，乙２０文献に記載された

発明に上記の周知技術を組み合わせるに際し，あえて容器の切断面（外側端面）の

上面のみを凹凸形状とすることを，当業者が容易に想到できるとは認められない。 

したがって，本件発明１及び２は，乙２０文献に記載された発明に基づいて容易

に発明することができたとは認められない。 

  イ(ｱ) 一審被告は，非発泡フィルムの容器であるか，発泡積層シートの容

器であるかにかかわらず，適宜の成形方法によって，適宜の場所に凹凸形状を設け

ることは，本件特許の出願時点における周知慣用技術（乙１９等，乙４２，８１）

であり，技術常識であったから，当業者は，乙２０の１発明並びに上記周知慣用技

術に基づいて，本件発明１及び２を容易に想到し得る旨主張する。 

(ｲ) この主張は，上記アとは異なる技術を乙２０の１発明に組み合わせ

る対象として主張するものであり，新たな主張といえるところ，上記主張は，控訴

審の控訴理由書の提出後に主張されたものであるから，時機に後れて提出された攻

撃防御方法に該当する。 

しかし，上記主張の判断に当たって必要となるのは，乙４２及び８１の記載内容

を考慮することのみであるから，上記主張について審理したとしても，訴訟の完結
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を遅延させることになるとは認められない。 

したがって，この点に係る一審原告の時機に後れた攻撃防御方法の却下の申立て

は，認められない。 

(ｳ) 乙４２（特許２８９６８４１号公報）には，容器の蓋体をシールす

る位置の発泡シートの断面の片面のみに凹凸形状を形成することが記載されている

（【００２５】，【図２】～【図４】）が，当該加工対象である鍔部は，開口部周辺の

部分全体を指すものであって（【請求項１】，【図１】～【図４】），本件発明１及び

２の「突出部」に相当するものである。本件発明１及び２の「端縁部」に相当する

部分のみに凹凸形状を形成することは，乙４２には記載されていない。また，乙４

２に記載された発明の課題は，「フィルムを発泡シートより破れること無く容易に

剥離できる・・・積層発泡シートを提供する」（【０００６】）ことであるところ，

剥離を容易にすると，蓋体を剥がすとフィルムも剥がれることがあるという問題が

あることから，鍔部に凹凸形状を形成し，その部分のみ剥離強度を上げて，上記問

題を解決したものである（【００２３】～【００２６】）。 

乙８１（実開昭５８－７９５０９号公報）には，トレーの周辺鍔部の表面のみに

凹凸形状を形成することが記載されている（実用新案登録請求の範囲，第２図，第

４図，第６図）が，当該加工対象である周辺鍔部は，開口部周辺の部分全体を指す

ものであって（実用新案登録請求の範囲(1)，第１図，第２図，第４図，第６図），

本件発明１及び２の「突出部」に相当するものである。本件発明１及び２の「端縁

部」に相当する部分のみに凹凸形状を形成することは，乙８１には記載されていな

い。また，乙８１が，周辺鍔部に凹凸模様を形成するのは，「凹凸模様を設けると

ストレッチフィルムとの滑りが良好となりスムーズな包装が可能になる」（明細書

４頁９行目～１１行目）からである。 

一方，乙１９文献には，容器の環状屈曲部の外縁線を上下面とも波状に形成する

こと（特許請求の範囲の請求項１），乙２７には，容器の最外周である切断面を上

下面とも側面視略波形状とすること（実用新案登録請求の範囲の請求項１），乙２
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８には，容器の突出部を上下面とも厚み方向に凹凸形状とすること（【００１０】），

乙２９には，容器の周縁に突設した鍔部に上下面とも凹凸部を形成すること（実用

新案登録請求の範囲の請求項１）が記載されているところ，その目的は，指先を傷

つけないところにある（乙１９の【０００８】，乙２７の【０００７】，乙２８の

【０００４】，乙２９の明細書２頁１２行目～１５行目）。 

このような凹凸形状を形成する部位及びその目的の違いを勘案すると，当業者は，

乙２０文献に記載された発明に，乙１９，２７～２９，４２及び８１に記載された

技術を組み合わせて，容器の内容物を収容する凹部の開口部周辺から切断面（外側

端面）までの間の切断面に近い位置に形成した圧縮部位のみにおいて，しかも，そ

の上面のみに凹凸形状を形成するという技術を容易に想到するということは，でき

ない。 

  ウ よって，その余の点を判断するまでもなく，乙２０文献に記載された発

明に基づく進歩性欠如の主張は，理由がない。 

(2) 乙１９文献記載の発明に基づく進歩性欠如について 

 ア(ｱ)ａ 証拠（乙１９）及び弁論の全趣旨によると，乙１９文献に記載さ

れた樹脂製容器は，①樹脂フィルムが用いられ，樹脂フィルムが成形加工されて，

惣菜等が収容される収容凹部と（【０００５】，【０００６】，【図１】），②該収容凹

部の開口縁から外側に向けて張り出した屈曲部Ｒとが形成された身２を有する容器

１であって（【０００６】，【００１６】，【図１】），③屈曲部Ｒの終端折り曲げ面２

ｈが収容凹部の開口縁近傍の屈曲部Ｒの上面に比して下位となっている（【００３

０】，【図１】，【図８】）ものであると認められる。 

ｂ(a) 乙１９においては，①樹脂製容器の環状屈曲部の外縁線を波状

外縁線に形成する構成を有すること（特許請求の範囲の請求項１，２），②密閉状

態の容器から蓋を取り外すときに容器と蓋の切断縁が直線縁であることから指を切

りやすいので，これを波形の外縁線，例えば，波又はひだ状に形成することにより

手指を切ることがなくなるのであり，波形とは正弦波，三角波，台形波等を指し，



 36 

直線又は曲線で波を形成し，対称，非対称を問わないこと（【０００８】），③実施

例として，上記外縁線の上下方向に波を形成したものがあること（【００２３】，

【図５】）が記載されていると認められるから，乙１９には，容器の外縁線におい

て上下に山形の波形が形成される構成が開示されていると認められる。 

一方，その下面側を平坦に形成した構成は開示されていない。 

    （b）一審被告は，乙１９の明細書の【００２４】，【図５】，【図８】か

ら，乙１９の１発明には，端縁部の上面側に凹凸形状が形成され，下面側が平坦に

形成されたものが含まれると主張する。 

しかし，乙１９の【図５】は，【００２３】において，【図４】のＡＡ，ＢＢ視図

であるとされており，端縁部の切断面の形状を示したものといえるのであって，

【００２４】の記載は，「波状外縁線はこれらの図例に限定されるのではなく，例

示した波状を組み合わせたもの・・・であってもよい。」というものであるから，

これらに【図８】を考え合わせても，乙１９文献において，端縁部の上面側に凹凸

形状が形成され，下面側が平坦に形成された樹脂製容器が開示されているとはいえ

ない。 

したがって，一審被告の上記主張は採用できない。 

    ｃ そうすると，本件発明１及び２と乙１９文献に記載された発明とは，

①前者では，「熱可塑性樹脂発泡シートの片面に熱可塑性樹脂フィルムが積層され

た発泡積層シート」で成形加工されているのに対し，後者では，「熱可塑性樹脂発

泡シートの片面に熱可塑性樹脂フィルムが積層された発泡積層シート」で成形加工

されているか否かが不明である点（相違点１），②前者では，突出部の端縁部の厚

みが圧縮されて薄くなっているのに対し，後者では，屈曲部の端縁部の厚みが圧縮

されて薄くなっているか不明である点（相違点２），③前者では，端縁部の下面側

が平坦に構成されているのに対し，後者では，端縁部の下面側が平坦に構成されて

いるものでない点（相違点３）で，少なくとも相違する。 

   (ｲ) まず，相違点３について検討するに，乙１９は，容器の環状屈曲部
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の外縁線を上下面とも波状に形成することとしており，端縁部の下面側のみを平坦

に構成することが周知技術であると認められるとしても，これを適用する動機付け

を認めることはできない。 

なお，主引用例に組み合わせる技術が周知技術であるからといって，そのことの

みで，動機付けを不要とする見解を採用することはできない。 

  イ(ｱ) 一審被告は，端縁部の樹脂フィルム側のみを凹凸形状に成形し，樹

脂発泡シート側を平坦な形状に成形することは，当業者にとって設計事項であると

主張する。 

しかし，前記(1)ア(ｳ)のとおり，乙１９には，凹凸形状を形成するシートは，そ

の厚みが相当薄いものとして記載されており，その上面側のみに凹凸形状を形成す

る場合，凹凸形状の上下方向の距離は相当短いものとならざるを得ない。そして，

前記ア(ｱ)ｃのとおり，乙１９文献に記載された発明では，「熱可塑性樹脂発泡シー

トの片面に熱可塑性樹脂フィルムが積層された発泡積層シート」で成形加工されて

いるか否かが不明であり，指を切る可能性がある熱可塑性樹脂フィルムが，その外

縁線の上面に積層されているか否かも不明である。また，乙１９には，「前記外縁

線を波状外縁線に形成したことを特徴とする樹脂製容器」（特許請求の範囲請求項

１），「樹脂フィルムを成形してなる樹脂製容器の身と蓋において，環状屈曲部の外

縁線を含む外縁側側面に容器の全周にわたり波状外縁線によるなまこ板状の起伏溝

を形成し蓋取外し時に指先を傷つけず，更に環状屈曲部の強度を高め，蓋を閉じた

ときの密閉力を高めた容器を提供する。」（【０００６】）との記載がある。そうする

と，それにもかかわらず，乙１９文献に記載された発明の特徴である容器の外縁線

が上下両面において波状外縁線に形成されているという構成を，その下面のみ変更

して，平坦なものとする動機付けがあったとは認められない。 

   (ｲ) 一審被告は，発泡樹脂製の容器のフランジ部の上面側に凹凸形状を

形成し，下面側を平坦に形成することは，周知慣用技術である（乙７６，７７）か

ら，乙１９の１発明の樹脂フィルムに代えて乙２０等に係る発泡積層シートを用い
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て容器を成形する際に，端縁部において樹脂フィルムの上下両面と発泡シートの上

面側に凹凸形状を形成し，発泡樹脂シートの下面側を平坦に形成することは，当業

者であれば容易に想到し得たと主張する。 

しかし，乙７６には，フランジ状をした容器の開口縁部に通常の発泡状態部分と

非発泡状態となる程度に溶融圧着された強化部分とを形成する構成が記載されてい

る（特許請求の範囲請求項２，【００１２】，【図１】，【図４】）ところ，上記強化部

分は，容器の端縁部に該当する部分だけではなく，突出部に該当する部分にも形成

されており（【図１】，【図４】），耐衝撃強度の強化のために上記構成が採用されて

いる（【００１１】）。 

乙７７には，容器のフランジ部の所定箇所に容器の内部から外部に亘る一つ又は

それ以上の溝部を形成する構成が記載されている（実用新案登録請求の範囲，第１

図）ところ，上記溝部は，容器の端縁部に該当する部分だけではなく，突出部に該

当する部分にも形成されており（実用新案登録請求の範囲，第１図），「納豆用包装

容器に通気孔を設けても工程が増えたりコスト高になることがなく，また上述の包

装容器の上面にラベルを貼った場合や縦に積み重ねた場合においても，容器内部で

発する臭気の排出機能が低下することもなく，更には発泡樹脂シートの二次発泡が

生じた場合にもピンホール状の通気孔が塞がれることがない優れた納豆用包装容器

を提供することを目的」として，上記構成が採用されたものである（乙７７の明細

書４頁１行目～８行目）。 

一方，乙１９文献に記載された発明は，前記アのとおりのものである。 

このような凹凸を形成する部位及びその目的の違いを勘案すると，当業者は，乙

１９文献に記載された発明に基づき，乙７６及び７７の記載を考慮して，容器の内

容物を収容する凹部の開口部周辺から切断面（外側端面）までの間の切断面に近い

位置に形成した圧縮部位のみにおいて，しかも，その上面のみに凹凸形状を形成す

るという技術を容易に想到するということはできない。そして，このことは，乙４

２及び８１の記載を考慮したとしても変わらないことは，前記(1)イと同様である。 
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ウ よって，その余の点について判断するまでもなく，乙１９文献に記載さ

れた発明に基づく進歩性欠如の主張は理由がない。 

(3) 明確性要件違反の有無について 

補正の上原判決を引用して判示した（原判決４２頁９行目～４３頁２４行目）と

おり，特許請求の範囲及び本件明細書の記載によると，本件発明における「凸形状

の高さ」は，「凸形状の頂部から凸形状の底部までの距離」を意味するものと解さ

れるのであり，「凸形状の高さ」が２通りに解釈され得るとはいえないから，本件

発明１及び２が明確性を欠くとは認められない。 

 (4) サポート要件違反の有無①について 

  ア 補正の上原判決を引用して判示した（原判決４４頁１９行目～２２行目）

とおり，本件審判請求書には，本件発明と拒絶査定の引用文献１記載の発明との構

成の違いの説明として，「引用文献１記載の発明」においては，フランジ部の厚み

は薄肉化された部分とされていない部分があり，その結果，フランジ部においては

強度が高い部分と低い部分とが周方向に交互に形成されているのに対し，本件発明

においては，突出部の端縁部は他の部分に比して全部が圧縮薄肉化されること，及

び，その上面に凹凸形状が形成されることにより，端縁部の強度が向上しているこ

とを述べた記載がある。 

イ 本件発明１及び２の特許請求の範囲及び本件明細書の記載によると，本

件発明１及び２は，「断熱性に優れた発泡積層シートを成形してなる容器において，

端縁部での怪我を防止しつつ蓋体を強固に止着させうる容器の提供」という課題を，

「断熱性に優れ，上面側に凹凸形状を形成させて熱可塑性樹脂フィルムの端縁を上

下にジグザグとなるように形成させることにより利用者の怪我などを抑制させ，下

面側が平坦に形成されていることから蓋体を外嵌させる際に強固な係合状態を形成」

することにより解決したものであると認められるところ，「本願発明の突出部の端

縁部は他の部分に比して圧縮薄肉化される」こと及び「その上面に凹凸形状が形成

される」ことは，端縁部の強度の向上と怪我の発生の防止という効果をもたらすも
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のであって，「本願発明の突出部の端縁部は他の部分に比して圧縮薄肉化されるこ

と」や「その上面に凹凸形状が形成されること」自体は，本件発明の作用効果では

ないことは明らかであり，一審原告が本件審判請求書において前記のとおり記載し

たからといって，端縁部が「第一の強度」と「第二の強度」の両方が図られた状態

であって，強度が低い部分を有しない状態であることを，本件発明１及び２が，発

明特定事項として備えていなければならないと解することはできない。そして，こ

のように解することが禁反言に反するものではない。 

したがって，上記の発明特定事項が存在することを前提する一審被告のサポート

要件違反の主張は，理由がない。 

 (5) 実施可能要件違反の有無について 

前記(4)のとおりであるから，上記の発明特定事項が存在することを前提する一

審被告の実施可能要件違反の主張も，理由がない。 

 (6) サポート要件違反の有無②について 

ア 一審被告のサポート要件違反の有無②に係る主張の内容は，実質的に，

構成要件Ｄの「凸形状の高さ」の解釈に係るものであることから，上記主張につい

て審理したとしても，訴訟の完結を遅延させることになるとは認められない。 

したがって，この点に係る一審原告の時機に後れた攻撃防御方法の却下の申立て

は，認められない。 

イ 「凸形状の高さ」については，前記(3)のとおりであって，本件明細書

の記載から，これが「凸形状の頂部から凸形状の底部までの距離」を意味するもの

と解されるから，一審被告のサポート要件違反の主張には理由がない。 

(7) 新規事項追加について 

 ア 一審被告の新規事項追加に係る主張の内容も，実質的に，構成要件Ｄの

「凸形状の高さ」の解釈に係るものであり，その判断に当たって更に必要になるの

は，出願当初の明細書等の記載内容とその評価のみであることから，上記主張につ

いて審理したとしても，訴訟の完結を遅延させることになるとは認められない。 
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したがって，この点に係る一審原告の時機に後れた攻撃防御方法の却下の申立て

は，認められない。 

 イ 「凸形状の高さ」については，前記(3)のとおりである。証拠（甲３の

２，乙１０，１３）によると，出願当初の明細書においても，本件明細書と同内容

の【００１７】，【００１９】，【００３３】，【００３４】が存在したものと認められ

るから，前記(3)における本件明細書についての判断は，出願当初においても同様

である。 

したがって，一審被告の新規事項追加の主張には，理由がない。 

３ 差止めの必要性について 

 (1) 以上によると，一審被告による被告製品の製造，販売及び販売の申出は，

本件発明１及び２に係る特許権の侵害に当たり，本件発明１及び２には無効理由は

認められないから，上記一審被告の行為は，本件特許権を侵害するものであると認

められる。 

(2)ア 一審被告は，被告製品が本件発明１及び２の技術的範囲に属すること

を争うとともに，本件発明１及び２に無効理由があると主張しており，東京地方裁

判所平成２７年(ヨ)第２２０９６号仮処分命令申立事件における仮処分決定がされ

た後に，当該決定により「販売をしてはならない」とされた製品を，仮処分決定の

対象製品であることを認識しながら販売したことがあることが認められる（甲１８，

１９）から，一審被告が，被告製品の製造，販売及び販売の申出を行い，本件特許

権を侵害するおそれが存在することが認められるのであって，一審原告の一審被告

に対する被告製品の製造，販売及び販売の申出の差止請求権が認められる。 

 イ 一審被告は，現在，製造，販売及び販売の申出を行っていないことを

もって，差止の必要性はないと主張するが，前記アのとおりであって，理由がない。 

(3) 証拠（乙６，７，乙８の１～１６）及び弁論の全趣旨によると，一審被

告は，平成２８年６月１７日には，被告製品を廃番にすることを顧客に告知してい

ることが認められるのであって，遅くとも，同日までに，被告製品の製造，販売及
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び販売の申出を終了したものと認められるから，被告製品の金型及び被告製品は，

現時点においては存在しないものと認めるのが相当である。 

 したがって，一審原告の一審被告に対する被告製品及び被告製品の製造用金型の

廃棄請求権は，認められない。 

(4) なお，一審被告は，被告製品と同一の製品名で凹凸形状があるものとな

いものが存在すると主張する。 

しかし，証拠（乙６，７，乙８の１～１６）及び弁論の全趣旨によると，一審被

告は，内部的にも，顧客に対しても，その製品の特定を，商品名，商品番号，商品

コード等をもって行っていたところ，平成２８年６月１７日まで被告製品と同一の

製品名での販売を継続していたものと認められる。また，一審被告の主張によって

も，対象期間における凹凸形状がある被告製品と凹凸形状のないものの販売数を正

確に把握することができないというのである。この点について，一審被告は，凹凸

形状がある被告製品と凹凸形状のない被告製品の生産量についての一審被告の社員

の陳述書（乙５２，５６，７８）及び金型の改修時期が平成２７年６月頃であった

ことに関する証拠（乙２，３）を提出しているが，上記のとおり，同一の製品名で

販売が継続されていたことに照らすと，これらの証拠を直ちに信用することはでき

ない。そして，他に，原判決被告製品目録記載の製品名，品番，蓋名により特定さ

れた商品として，端縁部に凹凸形状がない容器が販売されたことを認めるに足りる

証拠はない。したがって，上記原判決被告製品目録の記載により特定される被告製

品に，端縁部に凹凸形状がない製品，すなわち，その製造，販売，販売の申出が，

本件特許権の侵害に該当しない製品が含まれていたとは認められず，被告製品は，

全て差止請求及び損害賠償の対象となるものというべきである。 

４ 損害額について 

 (1) 弁論の全趣旨によると，平成２５年７月から平成２９年２月までの被告

製品の総売上高は●●●●●●●●●●●●●であると認められる。 

  (2) 実施料率については，次のとおり原判決を補正するほか，原判決５４頁
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１２行目～５６頁３行目に記載のとおりであるから，これを引用する。 

（原判決の補正） 

  ア 原判決５４頁１２行目の「前記１(3)のとおり，」を削除し，同頁１７行

目の「である」の後に「（甲３の２）」を加え，同行目の「なお」から同頁２１行目

の「採用し難い。」を削除する。 

イ 原判決５４頁２５行目の「技術分野」を「技術分類」に，同行目の「製

品例」を「製品・技術例」に，それぞれ改め，同頁２６行目の「取扱い」」の後に

「，「びん，広口びんまたは類似の容器の開封または密閉」」を加え，５５頁３行目

の「カタログには」を「カタログ等の記載中には」に，同頁８行目の「容器の蓋の

端縁部の」を「容器の裁断面を」に，それぞれ改める。 

ウ 原判決５５頁１９行目の「「セーフティエッジ」加工は」～同頁２０行

目を「「セーフティエッジ」加工については，」に改め，同頁２１行目の「等」を削

る。 

エ 原判決５６頁３行目の後に次の記載を加える。 

「   (ｴ) 一審原告は，「セーフティエッジ」加工には，顧客誘引力がある旨主

張するが，一審原告の製品において「セーフティエッジ」加工が行われている容器

の部位を明確に確認できる甲３６，３８，３９には，蓋の端縁部に「セーフティエ

ッジ」加工が行われている旨が記載されているものの，容器の端縁部に同加工が行

われている旨の記載はなく，甲３７にも，蓋に「セーフティエッジ」加工が行われ

ている旨のみが記載されており，また，乙６１には，容器の端縁部に同加工を行っ

ている旨の記載があるものの，発泡積層シートの製品ではないから，容器の端縁部

の凹凸形状につき，前記認定を上回る実施料率を認めるに足りる事情があるという

ことはできない。 

 また，一審被告は，被告製品においては端縁部に凹凸を設けても設けなくとも指

等を裂傷する可能性はなく，また，被告製品においては手指の切創を防止できない

はずであるから，被告製品は，「端縁部における手指の切創を防止すること」によ
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る顧客誘引力を発揮しないのであって，本件発明１及び２の被告製品の売上げに対

する寄与度はゼロ又はゼロに近いと主張するが，一審被告の製品のカタログ（甲４

０）にも，一審原告の製品のカタログ（乙６２）にも，相当数の種類の製品につい

ての一般的な注意として，容器の縁により指先を傷つけるおそれがあることが記載

されているのであって，樹脂製の容器の切断面による手指の切創のおそれを一般的

に否定することはできず，したがって，本件発明１及び２の手指の切創の防止の効

果を否定できるわけではない。なお，上記カタログ（甲４０）は，被告製品を含む

ものであるが，そのことから直ちに本件発明１及び２の上記効果が否定されるとい

うことにはならない。そうすると，一審被告の上記主張は，前記認定を左右するに

足りない。 

  (3) したがって，本件発明１及び２の実施に対し一審原告が受けるべき金銭

の額に相当する額は，１６９４万４２１７円であると認めるのが相当である。 

また，本件特許権侵害によって通常生ずべき弁護士費用の額は１７０万円である

と認めるのが相当である。 

さらに，前記３(3)のとおり，一審被告は，平成２８年６月１７日までに被告製

品の製造，販売及び販売の申出を終了したものと認められるところ，一審原告は，

不法行為の日の後の日として，平成２８年９月２１日以降の不法行為に基づく損害

賠償請求権の遅延損害金を請求しているから，不法行為に基づく損害賠償請求権に

つき，同日以降の遅延損害金請求権が存在することを認めることが相当である。」 

５ 検証の申出について 

一審被告は，原審における検証の申出の却下が違法である旨主張するが，上記検

証は，被告製品のフランジの端縁で指等を切るおそれがないことを立証趣旨とする

ものであるところ，樹脂製の容器の切断面による手指の切創のおそれについては，

前記４(2)のとおり，他の証拠によって認定できるから，上記検証の申出を必要性

なしとして却下した原判決の判断に誤りがあったとは認められない。 

６ 結論 
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以上の次第で，一審原告の一審被告に対する請求は，①特許法１００条１項に基

づき，被告製品の製造，販売及び販売の申出の差止め，②民法７０９条，特許法

１０２条３項に基づき，損害賠償金１８６４万４２１７円及びこれに対する不法

行為後の日である平成２８年９月２１日から支払済みまで民法所定の年５分の割

合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があり，その余は理由がないから

棄却すべきである。 

よって，一審原告及び一審被告の各控訴は，いずれも理由がないからこれを棄

却することとして，主文のとおり判決する。 
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